
 

 

 
 
 
 

                                平成 2 7年 4月 1 5日 

各 位 

会  社  名  ラ オ ッ ク ス 株 式 会 社  

代 表 者 名   代表取締役社長 羅 怡 文  

（コード番号  8 2 0 2  東  証  第  ２  部） 

問 合 せ 先 取締役管理本部長 矢 野 輝 治 

（ Ｔ Ｅ Ｌ  0 3 － 6 8 5 2 － 8 8 8 1 ） 
 
 
 

支配株主等に関する事項について 
 
 
当社の親会社である蘇寧雲商集団股份有限公司その他の支配株主等に関する事項は、以下の通りになりま

すので、お知らせ致します。 
 

 
１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号等 

（平成26年12月31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券等が

上場されている 
金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

蘇寧雲商集団股份有限公司 親会社 0.00% 51.00% 51.00% 中国 
深圳証券取引所 

香港蘇寧電器有限公司 親会社 0.00% 51.00% 51.00% ― 

GRANDA MAGIC LIMITED 親会社 51.00% 0.00% 51.00% ― 

蘇寧電器集団有限公司 その他の 
関係会社 

0.00% 10.26% 10.26% ― 

日本観光免税株式会社 その他の 
関係会社 

10.08% 0.00% 10.08% ― 

 
２．親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 
 蘇寧雲商集団股份有限公司は、完全子会社である香港蘇寧電器有限公司及びその完全子会社である

GRANDA MAGIC LIMITEDを通じ、実質的に当社の議決権の51％を保有する親会社であります。 
 
３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 
  蘇寧雲商集団股份有限公司は、中国において主に家電量販店事業を行い、当社の議決権を51.00%所有し

ております。蘇寧電器集団有限公司は中国において主に不動産事業を行い、当社の議決権を10.26％所有し

ております。日本観光免税株式会社は大阪において免税品の取扱いを含むショッピングモールを運営し、

当社の議決権の10.08%を所有しております。 
  当社は中華圏における物販流通業への進出と国内における免税品事業の強化を目的として、親会社等の

企業グループと一定の協力関係を構築しております。また、親会社等との経営情報および技術ノウハウの

交換などを目的として、親会社等から取締役および監査役が就任しております。その内訳は蘇寧雲商集団

股份有限公司より取締役4名、監査役1名、日本観光免税株式会社より取締役1名であります。また、その就

任は当社からの要請に基づくものであることから、独自の経営判断を行うことが出来る状況にあると考え

ております。 
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 （役員の兼務状況） 
（平成27年4月15日現在） 

役職 氏名 親会社等又はそのグループ企業での役職 就任理由 
取締役 蒋勇 親会社 蘇寧雲商集団股份有限公司 

チェーン発展本部執行総裁 
経営情報および技術ノウハウの交換

などの為、当社から就任を依頼 
取締役 卜揚 親会社 蘇寧雲商集団股份有限公司 

総務本部執行総裁 
経営情報および技術ノウハウの交換

などの為、当社から就任を依頼 
取締役 王哲 親会社 蘇寧雲商集団股份有限公司 

商品経営本部執行副総裁 
経営情報および技術ノウハウの交換

などの為、当社から就任を依頼 
取締役 韓楓 親会社 蘇寧雲商集団股份有限公司 

董事会秘書オフィス証券事務代表 
経営情報および技術ノウハウの交換

などの為、当社から就任を依頼 
取締役 羅怡文 その他の関係会社 日本観光免税株式会社 

代表取締役 
経営情報および技術ノウハウの交換

などの為、当社から就任を依頼 
監査役 華志松 親会社 蘇寧雲商集団股份有限公司 

財務管理本部財務企画センター総監 
中国の監査ノウハウの交換などの

為、当社から就任を依頼 
 
４．支配株主等との取引に関する事項 
  第39期有価証券報告書（平成27年3月26日提出）記載の【関連当事者情報】をご覧ください。 
 
５．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 
  当社と親会社又は支配株主と取引を行う際は、コーポレート・ガバナンス報告書に定められているとお

り、取引の必要性や当該取引条件が法令上問題ないこと等を社内機関で十分に検証した上で、第三者から

意見を求めることで少数株主の保護に努めております。 
 

以 上 
 


